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1.  平成23年3月期第2四半期の連結業績（平成22年4月1日～平成22年9月30日） 

 

(2) 連結財政状態 

  

(1) 連結経営成績（累計） （％表示は、対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 四半期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

23年3月期第2四半期 25,443 19.2 1,525 199.0 1,394 429.3 431 543.6
22年3月期第2四半期 21,341 △18.8 510 13.3 263 △26.9 66 △17.2

1株当たり四半期純利益
潜在株式調整後1株当たり四半期

純利益
円 銭 円 銭

23年3月期第2四半期 11.04 ―

22年3月期第2四半期 1.72 ―

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

23年3月期第2四半期 46,123 15,216 30.8 364.52
22年3月期 44,291 15,316 32.4 367.84

（参考） 自己資本   23年3月期第2四半期  14,229百万円 22年3月期  14,359百万円

2.  配当の状況 

（注）当四半期における配当予想の修正有無  無  
 

年間配当金

第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計
円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

22年3月期 ― 0.00 ― 5.00 5.00
23年3月期 ― 0.00

23年3月期 
（予想）

― 5.00 5.00

3.  平成23年3月期の連結業績予想（平成22年4月1日～平成23年3月31日） 
（％表示は、対前期増減率）

（注）当四半期における業績予想の修正有無  無  
 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 50,000 12.7 2,500 58.7 2,300 85.6 800 59.0 20.49



(1) 当四半期中における重要な子会社の異動  無  

（注）当四半期会計期間における連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動の有無となります。 

(2) 簡便な会計処理及び特有の会計処理の適用  有  
（注）簡便な会計処理及び四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用の有無となります。 

(3) 会計処理の原則・手続、表示方法等の変更 

（注）「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」に記載される四半期連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表
示方法等の変更の有無となります。 

(4) 発行済株式数（普通株式） 

※四半期レビュー手続の実施状況に関する表示 
 この四半期決算短信は、金融商品取引法に基づく四半期報告書のレビュー手続きの対象外ではありますが、この四半期決算短信の開示時点において、
金融商品取引法に基づく四半期レビュー報告書を受領しております。 

※業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
業績予想につきましては、発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであり、実際の業績は今後様々な要因によって大きく異なる結果と
なる可能性があります。 

4.  その他 （詳細は、【添付資料】P.4「その他」をご覧ください。）

新規 ―社 （社名 ）、 除外 ―社 （社名 ）

① 会計基準等の改正に伴う変更 有

② ①以外の変更 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 23年3月期2Q 39,781,609株 22年3月期  39,781,609株

② 期末自己株式数 23年3月期2Q  746,592株 22年3月期  745,616株

③ 期中平均株式数（四半期累計） 23年3月期2Q 39,035,017株 22年3月期2Q 39,036,542株
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（１）連結経営成績に関する定性的情報 

当第２四半期連結累計期間のわが国経済は、新興国を中心とした海外需要に支えられ、輸出や生産は堅調で、景気 

は引続き回復傾向にあります。しかし、米国や中国の景気下振れリスク、国内の政策効果の一巡、更には夏場以降の急

速な円高などにより景気の先行きには不透明感が強まっています。 

化学業界におきましても、輸出や生産は堅調でありますが、一方で資源価格の動向は予断を許さず、懸念材料を抱 

えております。 

 このような経済環境の中にありまして、当社グループはコア製品事業の拡販に努めるとともに、情報技術や環境保護

に関連する成長分野において新規市場の開拓や新素材の開発に注力し、また一方、引き続き販売価格の是正やコストダ

ウンを含む総経費の削減などに取り組んでまいりました。 

 その結果、売上高につきましては、自動車や家電関連及び電子材料関連の需要が旺盛となりましたことから電子部品

材料用途の導電性ペーストなどの『電子デバイス材料』、難燃剤や光硬化樹脂用材料などの『機能材料』及び建築用材

料などの『ウレタン材料』事業におきまして売上高が大幅に伸長しましたことから、当第２四半期連結累計期間の売上

高は２５４億４３百万円（前年同期比１９．２％増）となりました。 

損益面につきましては、成長分野での市場開発や既存品の売上拡大、購買努力による原材料高の抑制や引き続き総 

経費の削減に努めました結果、営業利益は１５億２５百万円（前年同期比１９９．０％増）となりました。また、円高

の影響による為替差損の発生がありましたが、持分法適用関連会社の業績回復などもあり支払利息などの金融費用を差

し引きました結果、経常利益は１３億９４百万円（前年同期比４２９．３％増）となりました。これに株価が大幅に下

落したことによります投資有価証券評価損を計上し、資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額、減損損失及び税金費

用を差し引きました結果、当第２四半期連結累計期間の四半期純利益は４億３１百万円（前年同期比５４３．６％増）

となりました。 

  

  セグメントの状況は次のとおりです。 

  

 ＜界面活性剤＞ 

界面活性剤の売上高は、総じて伸長しました。 

国内では、石鹸洗剤用途の活性剤はやや低迷しましたが、ゴム・プラスチック用途の活性剤が伸長し、金属用途の 

活性剤も好調に推移しました。色材用途の活性剤は順調に推移し、繊維用途の活性剤は堅調に推移しました。 

海外では、色材用途の活性剤が順調に推移し、建築用途のコンクリート混和剤は堅調に推移しましたが、繊維用途

や金属用途活性剤はやや低調に推移しました。 

その結果、当事業の売上高は７５億６９百万円（前年同期比７．０％増）となりました。 

 営業利益は、売上高の伸長や販売価格の値上げ効果及び原価の低減などにより４億４百万円（前年同期比２３７．

８％増）となりました。 

  

 ＜アメニティ材料＞ 

アメニティ材料の売上高は、総じてやや低迷しました。 

国内では、セルロース系高分子材料は医薬品用途、セラミック用途及び土木用途は堅調に推移しましたが、建築用

途はやや低調に推移し、繊維用途もやや低迷しました。ショ糖脂肪酸エステルは香粧品用途が堅調に推移しましたが、

食品用途は低調に推移しました。ビニル系高分子材料は一般工業用途が低迷しましたが、香粧品用途はやや低調に推移

しました。 

 海外では、セルロース系高分子材料は医薬品用途が順調に推移しましたが、繊維用途はやや低調に推移しました。シ

ョ糖脂肪酸エステルは欧州、アジア向けの香粧品用途が増加し伸長しました。 

 その結果、当事業の売上高は３６億８１百万円（前年同期比４．５％減）となりました。 

 営業利益は、原価の低減や不採算商品の販売抑制が功を奏し１億９０百万円（前年同期比３６．５％増）となりまし

た。 

   

 ＜ウレタン材料＞ 

ウレタン材料の売上高は、総じて顕著に伸長しました。 

重防食塗料用途は需要が横ばいとなりましたが堅調に推移しました。クッション用途は自動車業界の回復により需 

要が増加し順調に推移しました。フロン規制に関連する環境対応型材料は顕著に伸長しましたし、建築用材料は新規の

住宅着工件数が低調でしたが、改修物件の増加や新規開発が実り伸長しました。岩盤固結剤は公共工事の減少により低

調に推移しました。 

その結果、当事業の売上高は４２億１５百万円（前年同期比２６．６％増）となりました。 

営業利益は、売上高の顕著な伸長や販売価格の値上げ効果により３億７百万円（前年同期比５９．５％増）となり 

ました。 

  

１．当四半期の連結業績等に関する定性的情報



 ＜機能材料＞ 

機能材料の売上高は、総じて顕著に伸長しました。 

国内では、難燃剤は電気・電子材料用途の需要回復により顕著に伸長しました。光硬化樹脂用材料は電子材料用途 

の需要回復により大幅に伸長しました。水系ウレタン樹脂はガラス繊維加工用途が大幅に伸長しました。プリント配線

基板加工用樹脂は堅調に推移しました。 

 海外では、難燃剤は電気・電子材料用途の開発が実り大幅に伸長しました。中国向け光硬化樹脂用材料も伸長しまし

た。水系ウレタン樹脂は紙用途が好調となり堅調に推移しました。 

その結果、当事業の売上高は５７億９２百万円（前年同期比３０．７％増）となりました。 

営業利益は、売上高の顕著な伸長や原価の低減が実り３億７４百万円（前年同期は６７百万円の損失）となりまし 

た。 

  

 ＜電子デバイス材料＞ 

電子デバイス材料の売上高は、総じて顕著に伸長しました。 

地球環境保護の動きに対応した電子材料用途の導電性ペーストは、旺盛な需要により顕著に伸長しました。射出成 

型用ペレットは中国向けが伸長し、機能性無機材料は堅調に推移しました。 

その結果、当事業の売上高は４１億８５百万円（前年同期比５７．９％増）となりました。 

営業利益は、新規開発費用など営業経費の増加がありましたが、売上高の顕著な伸長により２億４７百万円（前年 

同期比９７．３％増）となりました。 

  

（２）連結財政状態に関する定性的情報 

  当第２四半期末の総資産は、前連結会計年度末と比べて１８億３２百万円増加し４６１億２３百万円となりました。

その主な要因は、有形固定資産が２億５百万円、投資有価証券が６億５２百万円減少しましたが、現金及び預金が９億

５２百万円、受取手形及び売掛金が１３億５９百万円、商品及び製品が２億６百万円増加したことなどによるもので 

す。 

  純資産は、前連結会計年度末と比べて１億円減少し１５２億１６百万円となりました。 

 その主な要因は、期末配当金１億９５百万円の支払いや当四半期純利益４億３１百万円の計上などにより利益剰余金

が２億３５百万円増加しましたが、株価の下落によりその他有価証券評価差額金が３億５百万円減少したことなどによ

るものです。 

  また、自己資本比率は、前連結会計年度末と比べて１．６ポイント悪化し３０．８％となりました。 

  

 （キャッシュ・フローの状況） 

  当第２四半期末の現金及び現金同等物（以下「資金」という）の残高は、前連結会計年度末と比べ９億５２百万円増

加し、３９億２４百万円となりました。 

  営業活動により、資金は６億３７百万円増加しました。これは、売上債権の増加１４億１８百万円などにより資金は

減少しましたが、税金等調整前四半期純利益８億５９百万円、減価償却費９億１百万円、仕入債務の増加７億円など 

により資金が増加したことによるものです。 

  投資活動により、資金は３億２９百万円減少しました。これは、有形固定資産の取得２億４２百万円などにより資金

が減少したことなどによるものです。 

  財務活動により、資金は６億７３百万円増加しました。これは、長期借入金の返済１４億８２百万円、配当金の支払

１億９４百万円などにより資金が減少しましたが、短期借入金の純増加額２億９１百万円、長期借入金の新規借入２２

億円などにより資金が増加したことによるものです。 

  

（３）連結業績予想に関する定性的情報 

平成２２年１０月２７日に公表しました連結業績予想から修正は行っておりません。 



（１）重要な子会社の異動の概要 

該当事項はありません。  

  

（２）簡便な会計処理及び特有の会計処理の概要 

１．簡便な会計処理  

 法人税等並びに繰延税金資産及び繰延税金負債の算定方法 

 繰延税金資産の回収可能性の判断に関して、前連結会計年度末以降に経営環境等、かつ、一時差異等の発生

状況に著しい変化がないと認められるため、前連結会計年度末において使用した将来の業績予想やタックス・

プランニングを利用する方法により算定しております。 

  

２．特有の会計処理 

該当事項はありません。   

  

（３）会計処理の原則・手続、表示方法等の変更の概要 

「資産除去債務に関する会計基準」の適用  

 第１四半期連結会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準第18号 平成20年３月 

31日）及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第21号 平成20年３月31 

日）を適用しております。これにより、当第２四半期連結累計期間の営業利益及び経常利益は 千円、税

金等調整前四半期純利益は 千円それぞれ減少しております。 

  

  

  

  

  

２．その他の情報

5,140

82,275



３．四半期連結財務諸表 
（１）四半期連結貸借対照表 

（単位：千円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成22年９月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成22年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 3,924,959 2,972,205

受取手形及び売掛金 11,659,727 10,300,666

商品及び製品 4,961,099 4,754,492

仕掛品 25,702 23,470

原材料及び貯蔵品 1,373,946 1,154,004

その他 1,386,724 1,407,954

貸倒引当金 △33,699 △33,407

流動資産合計 23,298,459 20,579,386

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 7,739,938 7,956,076

機械装置及び運搬具（純額） 3,301,048 3,561,188

工具、器具及び備品（純額） 528,669 572,596

土地 4,391,621 4,395,255

リース資産（純額） 2,017,332 1,696,784

建設仮勘定 46,438 48,735

有形固定資産合計 18,025,048 18,230,637

無形固定資産   

その他 237,938 246,099

無形固定資産合計 237,938 246,099

投資その他の資産   

投資有価証券 3,740,023 4,392,490

その他 827,053 842,709

貸倒引当金 △4,620 △200

投資その他の資産合計 4,562,457 5,235,000

固定資産合計 22,825,444 23,711,737

資産合計 46,123,904 44,291,124



（単位：千円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成22年９月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成22年３月31日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 9,896,485 9,213,117

短期借入金 9,381,251 9,346,521

未払法人税等 297,824 213,657

引当金 287,928 326,267

その他 1,787,179 1,975,068

流動負債合計 21,650,669 21,074,632

固定負債   

長期借入金 6,095,000 5,153,000

退職給付引当金 738,084 649,142

その他の引当金 6,090 6,090

資産除去債務 69,785 －

その他 2,347,976 2,091,544

固定負債合計 9,256,936 7,899,776

負債合計 30,907,605 28,974,408

純資産の部   

株主資本   

資本金 6,650,398 6,650,398

資本剰余金 4,978,902 4,978,902

利益剰余金 3,887,505 3,651,661

自己株式 △196,648 △196,417

株主資本合計 15,320,158 15,084,544

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 △880,155 △574,930

繰延ヘッジ損益 △914 318

為替換算調整勘定 △210,016 △150,750

評価・換算差額等合計 △1,091,086 △725,362

新株予約権 1,401 －

少数株主持分 985,825 957,533

純資産合計 15,216,298 15,316,715

負債純資産合計 46,123,904 44,291,124



（２）四半期連結損益計算書 
（第２四半期連結累計期間） 

（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年９月30日) 

売上高 21,341,100 25,443,275

売上原価 17,104,192 19,939,892

売上総利益 4,236,908 5,503,382

販売費及び一般管理費 3,726,831 3,978,369

営業利益 510,076 1,525,013

営業外収益   

受取利息 760 1,133

受取配当金 21,618 22,656

持分法による投資利益 13,755 131,148

受取保険金 28,291 3,026

その他 59,663 39,724

営業外収益合計 124,089 197,689

営業外費用   

支払利息 159,973 146,305

その他 210,735 181,937

営業外費用合計 370,708 328,242

経常利益 263,457 1,394,460

特別損失   

投資有価証券評価損 359 387,719

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 77,135

固定資産処分損 31,370 37,839

減損損失 － 32,057

特別損失合計 31,730 534,752

税金等調整前四半期純利益 231,726 859,708

法人税、住民税及び事業税 84,283 312,399

法人税等調整額 31,760 18,527

法人税等合計 116,043 330,927

少数株主損益調整前四半期純利益 － 528,780

少数株主利益 48,717 97,756

四半期純利益 66,965 431,024



（３）四半期連結キャッシュ・フロー計算書 

（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年９月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益 231,726 859,708

減価償却費 826,657 901,168

減損損失 － 32,057

のれん償却額 11,492 11,650

貸倒引当金の増減額（△は減少） △792 4,930

退職給付引当金の増減額（△は減少） 95,756 91,572

受取利息及び受取配当金 △22,378 △23,790

支払利息 159,973 146,305

持分法による投資損益（△は益） △13,755 △131,148

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 77,135

固定資産処分損益（△は益） 31,370 37,839

投資有価証券評価損益（△は益） 359 387,719

売上債権の増減額（△は増加） △2,758,828 △1,418,632

たな卸資産の増減額（△は増加） 1,243,672 △427,420

仕入債務の増減額（△は減少） 1,153,214 700,162

その他 174,565 △371,805

小計 1,133,033 877,452

利息及び配当金の受取額 33,790 103,101

利息の支払額 △165,999 △152,192

法人税等の支払額 △135,086 △190,572

営業活動によるキャッシュ・フロー 865,737 637,787

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △1,196,764 △242,559

有形固定資産の売却による収入 8,351 251

投資有価証券の取得による支出 △1,290 △1,379

貸付けによる支出 △7,330 △6,000

貸付金の回収による収入 3,527 2,035

その他 4,615 △81,621

投資活動によるキャッシュ・フロー △1,188,890 △329,273

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） △1,657,328 291,366

長期借入れによる収入 2,200,000 2,200,000

長期借入金の返済による支出 △1,262,000 △1,482,000

セール・アンド・リースバックによる収入 1,451,388 －

リース債務の返済による支出 △20,625 △93,270

自己株式の取得による支出 △19 △230

配当金の支払額 △117,759 △194,799

少数株主への配当金の支払額 △47,910 △47,961

財務活動によるキャッシュ・フロー 545,744 673,104

現金及び現金同等物に係る換算差額 21,066 △28,865

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 243,657 952,753

現金及び現金同等物の期首残高 2,200,423 2,972,205

現金及び現金同等物の四半期末残高 2,444,080 3,924,959



該当事項はありません。 

  

  

[事業の種類別セグメント情報]  

前第２四半期連結会計期間（自平成21年７月１日 至平成21年９月30日） 

  

前第２四半期連結累計期間（自平成21年４月１日 至平成21年９月30日） 

 （注）１．事業区分の方法 

事業区分の方法については、製品の組成及び製造方法に応じて界面活性剤、アメニティ材料、ウレタン材

料、機能材料、電子デバイス材料に区分しています。 

２．各事業の主な製品 

３．営業費用の配分方法の変更 

   管理部門に係る共通費用について、従来、各事業の売上総額の割合等で各事業区分に配分しておりまし

た。第１四半期連結会計期間より製造・販売・研究部門を一体化した事業部制の導入を機に、各セグメント

の営業費用の負担を明確化し、営業損益をより適正に把握することを目的として連結財務諸表提出会社の管

理部門の共通費用の配分方法を各セグメントの従業員数に基づく方法に変更しております。 

   従来の方法によった場合と比べて、当第２四半期連結累計期間の営業利益は、界面活性剤事業は 千

円、アメニティ材料事業は 千円、ウレタン材料事業は 千円増加し、電子デバイス材料事業は  

千円減少しました。また営業損失は、機能材料事業は 千円増加しました。   

  

（４）継続企業の前提に関する注記

（５）セグメント情報

  
界面活性剤 
（千円） 

アメニティ
材料 
（千円） 

ウレタン材
料(千円) 

機能材料
(千円) 

電子デバイス
材料 

（千円） 
計（千円） 消去又は全

社（千円） 
連結

（千円） 

売上高                 

(1）外部顧客に対する売上

高 
 3,731,851 1,927,705 1,811,018 2,575,642 1,393,530  11,439,749  － 11,439,749

(2）セグメント間の内部売

上高又は振替高 
 － － － － －  － (－) －

計  3,731,851 1,927,705 1,811,018 2,575,642 1,393,530  11,439,749 (－) 11,439,749

営業利益  151,333 77,961 177,843 81,098 61,665  549,901 (－) 549,901

  
界面活性剤 
（千円） 

アメニティ
材料 
（千円） 

ウレタン材
料(千円) 

機能材料
(千円) 

電子デバイス
材料 

（千円） 
計（千円） 消去又は全

社（千円） 
連結

（千円） 

売上高                 

(1）外部顧客に対する売上

高 
 7,073,027 3,856,011 3,330,362 4,430,677 2,651,021  21,341,100  － 21,341,100

(2）セグメント間の内部売

上高又は振替高 
 － － － － －  － (－) －

計  7,073,027 3,856,011 3,330,362 4,430,677 2,651,021  21,341,100 (－) 21,341,100

営業利益又は営業損失

（△） 
 119,803 139,845 192,674 △67,701 125,454  510,076 (－) 510,076

事業区分 主要製品

界面活性剤 非イオン活性剤、アニオン活性剤、カチオン活性剤、両性活性剤 

アメニティ材料 
ショ糖脂肪酸エステル、セルロース系高分子材料、ビニル系高分子材料、アクリ
ル系高分子材料 

ウレタン材料 ポリエーテルポリオ－ル、ウレタンプレポリマ－、ウレタンシステム 

機能材料 光硬化樹脂用材料、水系ウレタン樹脂、難燃剤、アミド系滑剤 

電子デバイス材料 
電子部品用導電性ペ－スト、射出成型用ペレット、イオン導電性ポリマー、機能
性無機材料 

9,754

13,624 26,401

20,251 29,528



[所在地別セグメント情報]  

 前第２四半期連結会計期間（自平成21年７月１日 至平成21年９月30日）及び前第２四半期連結累計期間

（自平成21年４月１日 至平成21年９月30日） 

 本邦の売上高は、全セグメントの売上高の合計に占める割合が90％超であるため、所在地別セグメント情報

の記載を省略しています。 

[海外売上高]  

 前第２四半期連結会計期間（自平成21年７月１日 至平成21年９月30日） 

 前第２四半期連結累計期間（自平成21年４月１日 至平成21年９月30日） 

 （注）１．国又は地域は、地理的近接度により区分しています。 

２．各区分に属する主な国又は地域の内訳は次のとおりです。 

(1）アジア…………インドネシア、台湾、中国 

(2）北米……………アメリカ 

(3）その他の地域…オランダ 

３．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高です。 

  

[セグメント情報]  

１．報告セグメントの概要  

当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が、経

営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。 

当社は、製品の組成及び製造方法に応じて、「界面活性剤」、「アメニティ材料」、「ウレタン材料」、

「機能材料」及び「電子デバイス材料」の５つを報告セグメントとしております。なお、前連結会計年度の

セグメント区分から、変更はありません。 

「界面活性剤」は、非イオン活性剤、アニオン活性剤、カチオン活性剤、両性活性剤等を製造販売してお

ります。「アメニティ材料」は、ショ糖脂肪酸エステル、セルロース系高分子材料、ビニル系高分子材料、

アクリル系高分子材料等を製造販売しております。「ウレタン材料」は、ポリエーテルポリオール、ウレタ

ンプレポリマー、ウレタンシステム等を製造販売しております。「機能材料」は、光硬化樹脂用材料、水系

ウレタン樹脂、難燃剤、アミド系滑剤等を製造販売しております。「電子デバイス材料」は、電子部品用導

電性ペースト、射出成型用ペレット、イオン導電性ポリマー、機能性無機材料等を製造販売しております。

  アジア 北米 その他の地域 計

Ⅰ 海外売上高（千円）  1,546,324  36,638  119,374  1,702,337

Ⅱ 連結売上高（千円）  ―  ―  ―  11,439,749

Ⅲ 連結売上高に占める海外売上高の

割合（％） 
 13.5  0.3  1.1  14.9

  アジア 北米 その他の地域 計

Ⅰ 海外売上高（千円）  2,896,430  72,408  265,256  3,234,094

Ⅱ 連結売上高（千円）  ―  ―  ―  21,341,100

Ⅲ 連結売上高に占める海外売上高の

割合（％） 
 13.6  0.3 1.3  15.2



２．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報  

当第2四半期連結累計期間（自平成22年４月１日 至平成22年９月30日） 

（単位：千円）

  

当第2四半期連結会計期間（自平成22年７月１日 至平成22年９月30日） 

（単位：千円）

 (注)報告セグメント利益の合計金額と四半期連結損益計算書の営業利益は一致しております。  

  

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報  

当第２四半期連結会計期間（自平成22年７月１日 至平成22年９月30日）  

 （固定資産に係る重要な減損損失） 

   該当事項はありません。 

  

（のれんの金額の重要な変動） 

    該当事項はありません。  

  

（重要な負ののれん発生益） 

    該当事項はありません。 

  

（追加情報） 

第１四半期連結会計期間より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号 平成21年

３月27日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第20号 平成20

年３月21日）を適用しております。 

  

  

該当事項はありません。  

  

  

  界面活性剤
アメニティ

材料 
ウレタン
材料 機能材料 電子デバイス

材料 合計

売上高             

    外部顧客への売上高 7,569,170 3,681,252 4,215,186  5,792,110  4,185,555 25,443,275

    セグメント間の内部売上高

又は振替高 
－ － －  －  － －

計 7,569,170 3,681,252 4,215,186  5,792,110  4,185,555 25,443,275

セグメント利益（営業利益） 404,672 190,886 307,343  374,642  247,468 1,525,013

  界面活性剤
アメニティ

材料 
ウレタン
材料 機能材料 電子デバイス

材料 合計

売上高             

    外部顧客への売上高 3,869,599 1,790,724 2,154,616  2,926,472  2,225,243 12,966,657

    セグメント間の内部売上高

又は振替高 
－ － －  －  － －

計 3,869,599 1,790,724 2,154,616  2,926,472  2,225,243 12,966,657

セグメント利益（営業利益） 216,247 89,973 174,094  166,022  160,075 806,413

（６）株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記
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